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公益社団法人 全国私立保育連盟 

会長 川下 勝利 

予算対策会議 議長 菊地 秀一 

 

令和９年度保育関係予算・制度等に向けた要望事項 

～ こどもまんなか社会の実現に向けて ～ 

 

日頃より子育て支援施策ならびに保育事業の充実向上に格別のご尽力を賜り、深く感謝

申し上げます。また本連盟の活動に格段のご理解とご協力を賜り厚く御礼を申し上げます。 

令和 8 年度予算において、「保育政策の新たな方向性」に基づいて公定価格の様々な見直

しが図られました。保育施設は地方創生の要でもあり、その機能を失えば地域の存続が望め

なくなることから、より一層実態に即した見直しを推進することが必要です。 

日本の将来を担うすべての子どもは国の宝です。保育所並びに認定こども園等の質と機

能の向上に向けて、より一層子ども・子育て施策が推進され、真のこどもまんなか社会が

実現されますように以下のとおり要望いたします。 

令和９年度に向けた最重点要望項目 

一、こども未来戦略の着実な実施とこどもまんなか社会の実現に必要な

安定的財源の確保 

○ 乳幼児教育・保育・子育て支援の質・量の充実のための財源と、こどもまんなか社会の実現に必要な

安定的財源について、子ども・子育て支援金以外の部分も速やかに確保を進めてください。 

一、 保育士等の人材確保推進および処遇の改善 

○ 養護と教育を一体的に行っている保育士を高度な専門職として位置づけるとともに、全産業

の労働者との賃金格差がなくなり、安定して長く働くことができるよう、早期に全ての保育関

係職員において処遇改善がなされることを求めます。 

○ 子どもの命と安全を守る保育の重要性を広くアピールするとともに、職業としての保育士等の魅力

をさらに発信していくことが必要です。 

○ 離島など生活が著しく不便な地域においては、保育人材確保を促進するため人事院規則の「特地

勤務手当」の基準を参考とした加算の仕組みを創設してください。 

○ 社会福祉施設職員等退職手当共済の公費助成を維持・継続するとともに、給付水準等について

は現状維持としてください。 

一、 子どもの育ちを支える保育施設の振興と地域間格差是正 

○ 日本全国どこの地域においても等しく良質な保育が受けられるように、保育施設の機能を充実・維持で

きる仕組みの創設を求めます。 

一、 地域の特性によるきめ細かな経費補助と支援体制の整備 
○ 光熱費や食材料費の高騰への対応、離島における輸送費・交通費や、豪雪地帯における除雪費など、

地域の特性によって生じる経費について、実態に応じた補助となるよう、またきめ細かな支援が可能

となるよう体制を整備してください。 
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公益社団法人 全国私立保育連盟 

 

 

 

Ⅰ．保育関係予算・制度関連要望事項 

 

《 子どもたちのウェルビーイングの向上のために 》 

（１）子どもの未来を見据えたさらなる保育・成育環境向上を求めます。 

《 すべての子ども・子育て家庭に向けた支援のために 》 

（２）子どもの育ちを支える保育施設への振興対策等の実施と、地域間格差是正に向か

う仕組みの構築を求めます。 

（３）子育て家庭の経済的負担の軽減、働き方改革の推進を求めます。 

（４）多様な保育を提供するため、地域子ども･子育て支援事業の充実･推進を求めます。 

《 保育の質・機能の向上のために 》 

（５）職員配置基準の改善を強く求めます。 

（６）保育士等の魅力向上と人材確保推進のため処遇の改善を求めます。 

（７）「就学前教育・保育施設整備交付金」の拡充・推進を求めます。 

（８）こども未来戦略の着実な実施と、こどもまんなか社会の実現に必要な安定的財源

の確保を求めます。 

 

 

Ⅱ．税制改正要望事項 

 

(９）保育・子育て関連の税制改善について 

(10）社会福祉法人への非課税措置の維持について 
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公益社団法人 全国私立保育連盟 

令和９年度 保育関係予算・制度等要望 

< 要 望 内 容  >  

本連盟の『令和８年度事業計画』に基づき、全国の保育現場の状況と“公益社団法

人”としての社会的役割・責任を踏まえた視点から、下記のとおり、国の令和９年度

保育関連予算の拡充と制度の充実を要望します。 

Ⅰ．保育関係予算・制度関連要望事項 

《 子どもたちのウェルビーイングの向上のために 》               

（１）子どもの未来を見据えたさらなる保育・成育環境向上を求めます。 

○ 持続可能で質の高い保育を通じたこどもまんなか社会の実現を目指す「保育政策の新たな方向

性」に沿った政策の実現 

○ 「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準」の改善と、特定教育・保育施設及び地域子ども・

子育て支援事業等の基準の更なる向上 

○ こども家庭庁を中心に省庁の垣根を超えて、すべての子ども、すべての子育て家庭に係る一体的

な支援が為されること 

○ 個別費目の積み上げによる公定価格算定方式の堅持と、積算根拠の明確化 

○ 日常の保育が安全・安心の中で行われるよう、公定価格を充実させること。特に必要な費目が

公定価格として適切に評価されているかを定期的に精査し、適宜見直しを図ること 

○ 「経営情報等の報告を行っていない場合」や「安全計画の策定等をしていない場合」の減算は、

必要経費が積算されているはずの公定価格を減額することとなり、保育の質の著しい低下を招

きかねない。本来の主旨に沿った見直しを行うこと 

○ 各種加算要件の簡素化。特に施設の自助努力で解決できない内容については要件としないこと 

○ 各種制度の移行にあたっては、保育現場や自治体へ丁寧な説明を行うことと、対応するのに十

分な準備期間を置くこと 

○ 災害や感染症拡大等による非常事態下において、保育施設が迅速かつ適切な対応ができるよう、

基礎自治体の仕組みの改善・整備を促進すること。また、衛生用品等必需品が医療や介護の現

場と同様、保育の現場に対しても安定的に供給されるような仕組みを構築すること 

○ 子どもの貧困や児童虐待など、子どもと家庭を取り巻く現状から、保育所が核となり、子ど

もや子育て家庭を支えることのできる仕組みの整備 

 

《 すべての子ども・子育て家庭に向けた支援のために 》                        

（２）子どもの育ちを支える保育施設への振興対策等の実施と、地域間格

差是正に向かう仕組みの構築を求めます。 

○ 日本全国どこの地域においても等しく良質な保育が受けられるように、保育施設の機能を充実・

維持できる仕組みを創設すること 

○ 地域のニーズに応じた子ども・子育て支援を行う地方自治体への補助金の仕組みを整備すると

ともに、地方創生の取り組みに積極的に参画する保育施設を支援すること 

○ 施設整備や各種事業において、市町村が予算化できず、保育所等が自主的に整備や事業に取り

組む場合も、国の交付金・補助金の対象にできるよう、特例措置を設けること 

○ 離島その他の生活の著しく不便な地域においては、人材確保を促進するため人事院規則の「特

地勤務手当」の基準を参考とした加算の仕組みを創設すること 

○ 上昇を続ける光熱費や食材料費を公定価格に的確に反映させるとともに、急激な物価高騰に対

応する緊急的な支援の仕組みを整備すること 
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○ 離島における輸送費・交通費や豪雪地帯における除雪費、害獣対策など、地域の特性によるき

め細かな経費補助と支援体制の整備 

○ 冷暖房費加算の激変緩和経過措置の継続 

○ 保育施設の多機能化を含め、社会福祉法人における事業の拡充や整理に資するため、合併や事

業譲渡等に係る各種要件を緩和すること 

 

（３）子育て家庭の経済的負担の軽減、働き方改革の推進を求めます。 

○ 現行制度における幼児教育・保育の無償化において、食材料費も含めて無償化の範囲を拡大す

ること。また、追加的に発生する利用者負担を軽減すること 

○ 「こども誰でも通園制度」が本来の主旨を失うことなく、利用者・事業者双方にとってより利用

しやすくなるよう、整備を進めること 

○ 長時間労働の是正に向け多様で柔軟な働き方を推進するとともに、男性の育児休業取得率や出

産前後の女性の継続就業率の向上に引き続き取り組み、安心して子どもを育てられる環境を整

備すること 

○ 妊産婦並びに０歳児のいる家庭を対象とした相談事業等子育て支援策の更なる充実、強化 

 

（４）多様な保育を提供するため、地域子ども・子育て支援事業の充実・

推進を求めます。 

○ 一時預かり、地域子育て支援拠点、延長保育、夜間保育、病児・病後児保育、放課後児童クラブ

等の更なる推進のため交付金の拡充と円滑な交付の実施を図ること 

○ 療育支援加算の充実、推進をはじめとした、障害児保育のさらなる充実。いわゆる「気になる

子」へのきめ細かな対応を可能とする人員配置等の仕組みの整備 

○ 医療的ケア児保育支援のさらなる拡充を図ること 

○ 多様な保育ニーズに対応するため、施設内外の専門的知識・技術を持つ人材を積極的に活用で

きる仕組みを構築すること 

 

《 保育の質・機能の向上のために 》                                 

（５）職員配置基準の改善を強く求めます。 

○ 子どもの安全・安心な保育を確保するために、OECD 加盟国などを参考に、全年齢において先進

諸国と比較しても遜色ない職員配置基準への早急な改善。この改善は、加算としてではなく基

本分において行われること 

○ 保育現場が先行して基準以上の配置改善に取り組む場合には、加算措置を行うこと 

○ 年度途中の入園や配慮を必要とする子ども等に備えた予備的な保育士の雇用に対する補助制度

の創設 

○ 新たな制度に対応するための膨大なデータ入力、各種加算申請や法人機能強化に伴う事務負担

の増大に鑑み、常勤事務職員を配置した場合の加算措置や、ICT・DX 等に専門的に対応する事

務職員のための人件費増額 

○ 保育標準時間認定に対応した職員配置の改善については、保育単価 11/８相当額を求める 

○ 主任保育士専任加算及び事務職員雇上費加算の加算要件を撤廃すること 

○ 保育所におけるチーム保育推進加算について、幼稚園並びに認定こども園においては必要とさ

れない職員の平均経験年数の要件（12 年以上）が、保育所には求められている不平等につい

て撤廃すること 

○ チーム保育推進加算/チーム保育加配加算の本来の主旨に則り、４・５歳児配置改善と混同させ

ないこと 
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○ 保育の場の食事は、指針等の解説書にもあるとおり、単なる食事指導ではなく、子どもたちに

食を営む力を育む。よって、食物アレルギーに対応するための除去食・代替食、離乳食へのきめ

細かな対応と専門性を生かした給食内容の向上のために、公定価格上に想定されている調理員

等の配置をさらに改善すること 

 

（６）保育士等の魅力向上と人材確保推進のため処遇の改善を求めます。 

○ 保育人材の確保に向けた総合的な対策の更なる推進 

○ 養護と教育を一体的に行っている保育士を高度な専門職として位置づけるとともに、全産業の

労働者との賃金格差がなくなり、安定して長く働くことができるよう、早期に全ての保育関係

職員において処遇の改善を行うこと 

○ 業務や責任に鑑み、施設長をはじめとする管理的職員の適正な評価 

○ 子どもの命と安全を守る保育の重要性を広くアピールするとともに、職業としての保育士等の

魅力をさらに発信すること 

○ 保育者の働き方改革の観点から、ノンコンタクトタイムやノンコンタクトスペースを保障するな

ど、保育士等の労働環境をさらに向上させること。特に週休二日制を確実に保つことのできる人

員配置の仕組みの整備 

○ 職員研修予算の更なる拡充・増額（３日→５日） 

○ 処遇の改善と研修受講による保育の質の向上は本来まったく別のものであることから、保育士

等キャリアアップ研修の受講を処遇改善等加算（区分３）の加算要件としないこと 

○ 社会福祉施設職員等退職手当共済の公費助成の維持・継続。給付水準等の現状維持 

○ 保育士不足を補うために様々な緩和がなされているが、保育の質の低下を招く保育士資格の

要件緩和に決してつながらないよう慎重に取り扱うこと 

 

（７）「就学前教育・保育施設整備交付金」の拡充・推進を求めます。 

○ 建築資材等の高騰に特に配慮して、「就学前教育・保育施設整備交付金」を拡充・推進するとと

もに、自治体への支援を引き続き行うこと 

○ 給付費・委託費による長期に平準化された支援との適切な組合せにより、それぞれの地域にお

ける実情に応じた保育の体制の維持、発展に努めること 

 

（８）こども未来戦略の着実な実施と、こどもまんなか社会の実現に必要な

安定的財源の確保を求めます。 

○ 乳幼児教育・保育・子育て支援の質・量の充実のための財源と、こどもまんなか社会の実現に必

要な安定的財源について、子ども・子育て支援金以外の部分も速やかに確保を進めること 

 

Ⅱ．税制改正要望事項 

（９）保育・子育て関連の税制改正について 

○ 保育料等を支払う利用者世帯を所得税控除の対象とする 

○ 社会的な寄付行為の推進のため、社会福祉事業を実施している非営利法人への寄付控除限度額

（※個人の場合は 25％）の大幅引き上げ 

 

(10）社会福祉法人への非課税措置の維持について 

○ 社会福祉法人への非課税措置対象（法人税、道府県民税、市町村民税）の維持 


